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議案第 21 号 

 

   令和７年度西海市一般会計予算 

 

 令和７年度西海市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 20,913,254 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第 214 条の規定により債務を負担する行為をすることがで

きる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第 230 条第１項の規定により起こすことができる地方債の

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」

による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第 235 条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最

高額は、2,000,000 千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第 220 条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経

費の金額を流用することができる場合は、各項に計上した給料、職員手当及

び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの

経費の各項の間の流用とする。 

 

  令和７年２月２７日 提出 

 

西海市長 杉澤 泰彦   



001

1

歳 入 歳 出 予 算第 1 表

歳 入

（単位：千円）

款 項 金 額

市税  1.      3 , 0 2 8 , 7 4 4

市民税  1.      1 , 0 1 7 , 7 0 3

固定資産税  2.      1 , 6 9 8 , 0 0 2

軽自動車税  3.        1 2 0 , 4 4 7

市たばこ税  4.        1 9 2 , 1 1 1

入湯税  5.            4 8 1

地方譲与税  2.        1 9 6 , 0 0 1

地方揮発油譲与税  1.         4 4 , 0 0 0

自動車重量譲与税  2.        1 3 3 , 0 0 0

特別とん譲与税  3.              1

森林環境譲与税  4.         1 9 , 0 0 0

利子割交付金  3.            7 0 0

利子割交付金  1.            7 0 0

配当割交付金  4.          5 , 0 0 0

配当割交付金  1.          5 , 0 0 0

株式等譲渡所得割交付金  5.          6 , 0 0 0

株式等譲渡所得割交付金  1.          6 , 0 0 0

法人事業税交付金  6.         3 3 , 0 0 0

法人事業税交付金  1.         3 3 , 0 0 0

地方消費税交付金  7.        5 1 8 , 0 0 0

地方消費税交付金  1.        5 1 8 , 0 0 0

ゴルフ場利用税交付金  8.         2 4 , 0 0 0

ゴルフ場利用税交付金  1.         2 4 , 0 0 0

環境性能割交付金  9.         1 5 , 0 0 0

環境性能割交付金  1.         1 5 , 0 0 0

国有提供施設等所在市町村助成交付金 10.        1 0 5 , 0 0 0

国有提供施設等所在市町村助成交付金  1.        1 0 5 , 0 0 0

地方特例交付金 11.         1 2 , 3 9 9

地方特例交付金  1.         1 2 , 0 0 0

新型コロナウイルス感染症対策地方税
減収補填特別交付金

  2.            3 9 9

地方交付税 12.      7 , 5 0 0 , 0 0 0

地方交付税  1.      7 , 5 0 0 , 0 0 0

交通安全対策特別交付金 13.          1 , 6 0 0

交通安全対策特別交付金  1.          1 , 6 0 0

分担金及び負担金 14.         7 2 , 3 5 1

負担金  1.         5 7 , 3 5 1

分担金  2.         1 5 , 0 0 0

使用料及び手数料 15.        3 4 7 , 0 9 5
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（単位：千円）

款 項 金 額

使用料  1.        2 9 4 , 0 1 3

手数料  2.         5 3 , 0 8 2

国庫支出金 16.      2 , 6 6 0 , 4 8 5

国庫負担金  1.      2 , 2 1 0 , 6 2 4

国庫補助金  2.        4 4 2 , 5 4 6

国庫委託金  3.          7 , 3 1 5

県支出金 17.      1 , 4 0 3 , 2 8 6

県負担金  1.        8 5 4 , 2 1 5

県補助金  2.        4 0 7 , 3 7 2

県委託金  3.        1 4 1 , 6 9 9

財産収入 18.        1 0 8 , 2 8 0

財産運用収入  1.         9 9 , 1 1 4

財産売払収入  2.          9 , 1 6 6

寄附金 19.      1 , 1 0 5 , 8 4 0

寄附金  1.      1 , 1 0 5 , 8 4 0

繰入金 20.      2 , 6 1 6 , 1 9 3

基金繰入金  1.      2 , 6 0 9 , 0 7 6

特別会計繰入金  2.          7 , 1 1 7

繰越金 21.        2 0 0 , 0 0 0

繰越金  1.        2 0 0 , 0 0 0

諸収入 22.        2 5 5 , 0 8 0

延滞金、加算金及び過料  1.          1 , 1 8 5

市預金利子  2.              3

受託事業収入  3.         2 3 , 4 2 5

貸付金元利収入  4.         6 2 , 5 2 1

雑入  5.        1 6 7 , 9 4 6

市債 23.        6 9 9 , 2 0 0

市債  1.        6 9 9 , 2 0 0

    2 0 , 9 1 3 , 2 5 4歳 入 合 計
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歳 出

（単位：千円）

款 項 金 額

議会費  1.        1 7 9 , 3 3 7

議会費  1.        1 7 9 , 3 3 7

総務費  2.      4 , 0 6 0 , 3 6 6

総務管理費  1.      3 , 4 1 9 , 2 1 9

徴税費  2.        2 8 2 , 8 5 9

戸籍住民基本台帳費  3.        1 5 6 , 9 6 0

選挙費  4.        1 6 4 , 0 2 5

統計調査費  5.         1 6 , 8 4 4

監査委員費  6.         2 0 , 4 5 9

民生費  3.      7 , 0 0 2 , 6 5 4

社会福祉費  1.      3 , 5 9 5 , 4 3 9

児童福祉費  2.      2 , 8 0 3 , 6 0 9

生活保護費  3.        5 9 9 , 7 7 1

災害救助費  4.          3 , 8 3 5

衛生費  4.      2 , 6 4 9 , 6 8 0

保健衛生費  1.        7 1 0 , 6 8 1

清掃費  2.        8 3 5 , 5 6 1

上水道費  3.        3 2 6 , 0 3 1

下水道費  4.        7 7 7 , 4 0 7

労働費  5.              4

労働諸費  1.              4

農林水産業費  6.        6 9 3 , 8 0 9

農業費  1.        4 8 8 , 6 2 1

林業費  2.         6 5 , 2 3 6

水産業費  3.        1 3 9 , 9 5 2

商工費  7.        4 1 4 , 8 9 0

商工費  1.        4 1 4 , 8 9 0

土木費  8.      1 , 0 4 0 , 1 6 1

土木管理費  1.        2 0 4 , 0 4 6

道路橋梁費  2.        3 9 3 , 1 9 6

河川費  3.         3 3 , 8 0 0

港湾費  4.        1 4 1 , 5 3 8

都市計画費  5.          5 , 1 5 5

住宅費  6.        2 6 2 , 4 2 6

消防費  9.        6 4 3 , 6 9 1

消防費  1.        6 4 3 , 6 9 1

教育費 10.      1 , 5 2 6 , 8 3 7

教育総務費  1.        4 3 4 , 6 4 4

小学校費  2.        2 2 6 , 8 0 3
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（単位：千円）

款 項 金 額

中学校費  3.        1 7 0 , 1 4 4

社会教育費  4.        3 0 3 , 5 4 8

保健体育費  5.        3 9 1 , 6 9 8

災害復旧費 11.         4 2 , 8 8 4

農林水産施設災害復旧費  1.         3 4 , 8 8 4

公共土木施設災害復旧費  2.          8 , 0 0 0

公債費 12.      2 , 5 2 9 , 9 6 1

公債費  1.      2 , 5 2 9 , 9 6 1

諸支出金 13.         7 8 , 9 8 0

公営企業費  1.         7 8 , 9 8 0

予備費 14.         5 0 , 0 0 0

予備費  1.         5 0 , 0 0 0

    2 0 , 9 1 3 , 2 5 4歳 出 合 計
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第　２　表　債　務

　事　　　　　項

公用車賃借（令和７年度契約分）

公用車メンテナンス業務委託（令和７年度契約分）

漁業振興資金利子補給金（令和７年度承認）
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負　担　行　為

期　　　　　間

令和８年度～令和９年度 8,411
千円

令和８年度～令和９年度 10,066

令和８年度～令和16年度 720

限　　　度　　　額
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第 ３ 表　　

起債の目的 限 度 額 起 債 の 方 法

千円

公共事業等債 12,300 １．借入先

　　財務省、地方公共団体金融機構、銀行等

公営住宅建設事業債 37,700 ２．借入方法

　　証書借入又は証券発行

緊急防災・減災事業債 10,200 ３．借入時期

公共施設等適正管理推進事業債 73,000

緊急自然災害防止対策事業債 185,300

過疎対策事業債 245,900

辺地対策事業債 9,300

合併特例事業債 122,000

学校教育施設等整備事業債 3,500

計 699,200

　令和７年度、ただし、工事その他の都合により、
その全部又は一部を翌年度に繰延べ借り入れす
ることができる。
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　　地 方 債

利 率 償 還 の 方 法

年利４．０％以内 　借入時期から４０年以内（うち据置期間５年以内）
において元利均等又は元金均等などの償還の方
法による。

　（ただし、利率見直し方式で借り入れる政府資金
及び地方公共団体金融機構資金について、利率
の見直しを行った後においては、当該見直し後の
利率） 　ただし、本市財政の都合により、繰上償還をし、

又は償還年限を短縮し、若しくは借換をすることが
できる。
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報    酬 給    料 期末手当
その他
の手当

計

長　等 3 0 25,464 8,786 0 34,250 5,068 39,318

議　員 16 68,656 0 24,037 0 92,693 18,247 110,940

その他の
特 別 職

2,447 152,979 0 0 0 152,979 0 152,979

計 2,466 221,635 25,464 32,823 0 279,922 23,315 303,237

長　等 3 0 25,464 8,659 0 34,123 5,050 39,173

議　員 18 68,436 0 23,269 0 91,705 19,854 111,559

その他の
特 別 職

1,913 136,937 0 0 0 136,937 0 136,937

計 1,934 205,373 25,464 31,928 0 262,765 24,904 287,669

長　等 0 0 0 127 0 127 18 145

議　員 △ 2 220 0 768 0 988 △ 1,607 △ 619

その他の
特 別 職

534 16,042 0 0 0 16,042 0 16,042

計 532 16,262 0 895 0 17,157 △ 1,589 15,568

給   与   費   明   細   書

本
年
度

１　特別職

区　　分

単位 ：千円

共済費
職員数
（人）

給　　　　　与　　　　　費

前
年
度

比
 
 
較

合  計 備 考
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32,846

住居手当

2,070

360

720

1,080

11,120

34,91643,301

時間外勤務
手      当

特殊勤務手当

2,602,910

217,467 18,661

1,6263,105

530,779

比　較

前年度

本年度

前年度

本年度

53,524

3,133,689

通勤手当

117,424

単位 ：千円

区　分

1,322,488

47,372

914,091

1,728

38,640

27,520

344

区　分

児童手当単身赴任手当

前年度

比　較

25,758比　較

41,573

295,473

43,893 126185

321,231

75,459

119,352

勤勉手当

1,784

45,588

2,920

期末手当管理職手当

特地勤務手当
管理職員特
別勤務手当

2,543

392,14525,860

1,500

29,456600

2,887
職員 手当
の 内 訳

扶養手当

362,68925,260

報   酬

412,850

前 年 度 651 366,331

区　分

本年度

比    較 26 46,519

計

2,820,377 549,440

合   計

236,128

２  一般職

区    分

本 年 度 677

職員数
   (人)

（１）  総括

3,369,817

職員手当

1,376,012

共済費

単位 ：千円

備  考

給       与　　　費

1,031,515

給   料
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ア　会計年度任用職員以外の職員

イ　会計年度任用職員

（）内は短時間勤務職員

100,728 152,524

2,092,036

160,4397,915

本 年 度

1,355,818

1,304,022

2,244,560

比    較 3 51,796

47,372 42,427 34,916 25,860 316,330

区　分 勤勉手当
時間外勤務
手      当

前 年 度 342 2,534,488

本 年 度 345 2,694,927

単位 ：千円

区    分
職員数
   (人)

合   計 備  考
給       与　　　費

共済費
給   料

442,452

450,367

職員手当

888,742

788,014

計

単位 ：千円

職員手当
の 内 訳

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当 管理職手当 期末手当

本年度

比　較 1,784 1,728 2,070 600 20,754

前年度 45,588 40,699 32,846 25,260 295,576

本年度 257,227 117,392 3,105 1,626 2,887

特殊勤務手当
管理職員特
別勤務手当

特地勤務手当

344

前年度 239,224 73,738 2,920 1,500 2,543

比　較 18,003 43,654 185 126

区　分 単身赴任手当 児童手当

本年度 1,080 38,520

比　較 360 11,120

前年度 720 27,400

単位 ：千円

区    分
職員数
   (人)

給       与　　　費
共済費 合   計 備  考

報   酬 給   料 職員手当 計

職員手当
の内訳

比　較

674,89099,073575,817142,77320,194412,850
8

(324)

単位 ：千円

(22)

前 年 度
7

比    較 46,519 1,728 16,696 64,943 10,746 75,689
1

0 8,702 239 0

前年度 874 67,113 1,721 12056,249

7,755

(302)
510,874 88,327 599,201366,331 126,07718,466

本年度 874 75,815 1,960 120

勤勉手当

64,004

区　分 通勤手当 期末手当
時間外勤務
手      当

児童手当
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平 均 年 齢

学  歴

高 校 卒

大 学 卒

220,000円

188,000円

220,000円

188,000円

310,041円

41歳

説  　　　　  明
区
分

増 減 額 増減事由別内訳

高 校 卒

大 学 卒

56歳

416,214円

488,416円

48歳

給料

職員
手当

341,452円

（３）　給料及び職員手当の状況

区              分

令和7年1月1日現在

平均給料月額 308,533円

333,219円

55歳

326,999円

行政職

311,748円

単位：千円

53,524

117,424

給与改定に伴う
増 減 分

昇 給 に 伴 う
増 加 分

64,182

期末勤勉手当の改正によるも
の、ほか

採用退職及び手当事由の変動に
よるもの、ほか

備   考

（２） 給料及び職員手当の増減額の明細

制度改正に伴う
増 減 分

そ の 他 の
増 減 分

36,306

18,691

△ 1,473

53,242

採用退職によるもの、ほか
そ の 他 の
増 減 分

ア　職員１人当たりの給与

―

185,700円

―

185,700円

労務職

教育職

415,300円

492,876円

49歳

労務職

347,713円平均給与月額

行政職

平 均 年 齢

平均給与月額

42歳

345,938円

国

市

区  分

令和6年1月1日現在

平均給料月額

イ　初任給

- 431 -



ウ　級別職員数

級 級 級

1 1 1

2 2 2

3 3 3

4 4 4

5 5

6

7

計 計 計

1 1 1

2 2 2

3 3 3

4 4 4

5 5

6

7

計 計 計

区　分

令和7年1月1日現在

行政職

１級

２級

３級
主査の職務
特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

7 100.07

27 8.4

区　分

（級別の標準的な職務内容）

職務の内容級

課長、総合支所長、局長、監査委員事務局の事務局長、主幹及び
参事の職務

部長、統括総合支所長、理事、次長、議会事務局の事務局長、教
育次長、困難な業務を行う課長の職務

６級

７級

労務職

１級

２級

３級

４級

５級

定型的な業務を行う職務

４級

教職員

３級

１級

特２級 困難な業務を所掌する係長の職務

２級

特に高度の技能又は経験を必要とする業務を行う職務

課長及び参事の職務

高度の技能又は経験を必要とする業務を行う職務

相当の技能又は経験を必要とする業務を行う職務

相当高度の技能又は経験を必要とする業務を行う職務

定型的な業務を行う指導主事の職務

係長及び高度の知識又は経験を必要とする指導主事の職務

課長補佐及び副参事の職務

0.0 1

0.001

構成比

12.5

1 14.3

3 42.9

25.0

0 0.0

50.0

100.0

職員数

51 15.7

人

構成比
％

14.5

1

労務職

職員数 構成比
％人

行政職 教育職

職員数

63

人 ％

47

19.4

12.5

14.3

0

係長の職務

％ 人 ％ 人 ％

20.0

42.9

42.9

定型的な業務を行う職務

高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

47

3

1

353 16.6

14.348

46

325 100.0

4

23 42.9

100.0

14.2

87

29 8.9

23.7

3.7

77

12

４級

320 100.0 100.0

課長補佐、局長補佐、所長補佐、書記長補佐及び副参事の職務
総合支所の課長の職務

５級

令和6年1月1日現在

13 4.1

0.00

21.3

14.7

0.0

28.6

57.1

0

4

2

人

68

15.0

64
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当(令和7年1月1日現在)

定年前早期退職特例措置
(2%～45%)加算

4.60

47.709

209

8

55

217

0

その他の加算措置等

備　考
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

0

50

276

81.0

49 0

0

328

1

2

0

国の制度
（支給率等）

24.58688 33.27075 47.709

支給率等 24.58688 33.27075 47.709

25年勤続の
者（月分）

35年勤続の
者（月分）

国の制度 2.300 2.300

区　分
最高限度
（月分）

20年勤続の
者（月分）

4.60

2.250

６月(月分) １２月(月分)

本年度 2.300 2.300

区　　分

支　給　期　別　支　給　率

　比　率（Ｂ）／（Ａ）（％）

オ　期末手当・勤勉手当

前

年

度
6号給

8号給

前年度 2.250

1号給

2

1

3号給

342

8

5号給

7号給

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ）

2号給

284

4号給

2号給

3号給

4号給

8号給

職 員 数 （ Ａ ）

7号給

号給数別内訳

エ　昇給

本

年

度

職 員 数 （ Ａ ）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ）

　比　率（Ｂ）／（Ａ）（％）

区　　　　　　　　　　分

6号給

1号給

号給数別内訳
5号給

単位：人

1

220

0

0

0

1

5

合　　計

5

代表的な職種

教育職 労務職

有

276

345

49

84.183.0

0

00

1

2

80.0

1

7 7

0

2

85.7

0

0

0

0

28.6

有

備考

有

定年前早期退職特例措置
(2%～20%)加算

0

26

0

0

0

0

0

6

0

0

0

0

6

0

0

85.7

0

47.709

4.50

28.6

支給率計
（月分）

331

1

行政職

212

1

0

268 6

7

0

0

0

7

0

2

0

0

50
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キ　特殊勤務手当

区　　　　分

7.38

税務手当

同 ―

国の制度との異同

同

差　異　の　内　容

通　勤　手　当

住　居　手　当

全　職　種

税務手当

　 支給対象職員の比率　（％）
（令和7年1月1日現在）

7.06

ク　その他の手当

　 代表的な特殊勤務手当の名称

同

―

―扶　養　手　当

区　　　分

代表的な職種

行政職

　 給料総額に対する比率（％） 0.21 0.22
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－ 435 － 

 



　

令和5年度

～

令和6年度

令和4年度

～

令和6年度

令和4年度

～

令和6年度

令和6年度

令和5年度

～

令和6年度

令和5年度

～

令和6年度

令和6年度

令和5年度

～

令和6年度

総合行政システムサービス使用 62,627

総合行政システム機器保守業務委託 6,489

第３次総合計画（前期基本計画）、総合戦略策定業
務委託

22,679

新コミュニティ交通運行業務委託 38,635

ふるさと西海応援寄附金管理業務委託

ふるさと西海応援寄附
金管理業務委託に係る
費用のうち西海市が負
担すべき額

213,295

公用車メンテナンス業務委託（令和７年度契約分） 10,066

公用車メンテナンス業務委託（令和６年度契約分） 9,555

公用車メンテナンス業務委託（令和５年度契約分） 10,473 6,060

公用車メンテナンス業務委託 18,618 12,956

公用車賃借（再生可能エネルギー普及） 32,556 10,788

公用車賃借（令和７年度契約分） 8,411

公用車賃借（令和６年度契約分） 7,192

公用車賃借（令和５年度契約分） 6,206 4,245

公用車賃借 66,609 49,972

契約管理システム等サーバ機器賃借 2,765 1,683

土木積算システム用機器賃借 10,800

広報紙作成等業務委託 32,274 20,527

例規データベースシステム管理業務委託 7,981

文書等集配配達業務委託 3,498

議会ペーパーレス化ソフトウェア使用 3,366

議会ペーパーレス化通信サービス利用業務委託 15,549

期 間 金 額

債務負担行為で翌年度以降にわたる
額又は支出額の見込み及び当該年度

事 項 限 度 額

前 年 度 ま で の 支 出
（ 見 込 ） 額
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（単位：千円）

国 県
支 出 金

令和7年度

～

令和9年度

令和7年度

～

令和9年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

～

令和10年度

令和7年度

～

令和8年度

令和7年度

～

令和10年度

令和7年度

令和7年度

～

令和8年度

令和8年度

～

令和9年度

令和7年度

～

令和10年度

令和7年度

～

令和9年度

令和7年度

～

令和10年度

令和7年度

～

令和8年度

令和8年度

～

令和9年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

～

令和8年度

令和7年度

令和7年度 62,627

6,489

62,627

22,679

6,489

5,501 33,134

22,679

ふるさと西海応援
寄附金

38,635

10,066

ふるさと西海応援寄附
金管理業務委託に係る
費用のうち西海市が負
担すべき額

9,555

10,066

4,413

9,555

5,662

4,413

21,768

5,662

8,411

21,768

7,192

8,411

1,961

7,192

16,637

1,961

1,082

16,637

10,800

1,082

142 10,985

10,800

7,981

11,747 620

3,498

7,981

3,366

3,498

15,549

3,366

15,549

支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

期 間 金 額 地 方 債 そ の 他

ものについての前年度までの支出
以降の支出予定額等に関する調書

当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳
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期 間 金 額
事 項 限 度 額

前 年 度 ま で の 支 出
（ 見 込 ） 額

令和6年度

令和6年度

令和6年度

令和3年度

～

令和6年度

令和3年度

～

令和6年度

令和3年度

～

令和6年度

令和3年度

～

令和6年度

令和3年度

～

令和6年度

デイサービスセンターつばき苑指定管理業務委託 33,300 26,640

江島デイサービスセンター指定管理業務委託 18,967 15,106

黒口ふれあいの館指定管理業務委託 12,445 9,956

崎戸高齢者生活支援ハウス指定管理業務委託 43,795 35,036

大島高齢者生活支援ハウス指定管理業務委託 72,155

西海高齢者生活支援ハウス指定管理業務委託 43,795 35,036

児童発達支援館指定管理業務委託 45,320 9,064

療育支援相談センター指定管理業務委託 93,610 18,722

地域福祉計画策定業務委託 5,929

市議会議員一般選挙ポスター掲示板賃借 12,826

選挙システム操作指導等業務委託 457

市長選挙ポスター掲示板賃借 4,373

証明書コンビニ交付クラウド利用 3,208

住基ネットシステム機器保守業務委託 9,472

戸籍総合システムクラウドサービス利用 8,242

電子書籍閲覧サービス使用 410

行政証明発行（七釜郵便局分） 198

戸籍システム標準化作業委託 17,842

戸籍総合システム保守業務委託 1,287

土地評価替システム更新業務委託 69,363

西海ネットシステム機器賃借 126,530 17,939

西海ネットシステム保守業務委託 38,980

ＩＰ電話設備保守業務委託 1,822
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国 県
支 出 金

支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

期 間 金 額 地 方 債 そ の 他

当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

令和7年度

令和7年度

令和7年度

～

令和10年度

令和7年度

～

令和8年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

～

令和11年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

～

令和10年度

令和7年度

～

令和10年度

令和7年度

令和7年度

～

令和11年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度 6,6606,660

3,861 3,861

2,489 2,489

8,759 8,759

72,155 72,155

8,759 8,759

36,256 36,256

74,888 74,888

5,929 5,929

12,826 12,826

457 457

4,373 4,373

3,208 3,208

9,472 9,472

8,242 8,242

410 410

198 198

17,842 17,842

1,287 1,287

69,363 69,363

108,591 108,591

1,822

38,980 38,980

1,822
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期 間 金 額
事 項 限 度 額

前 年 度 ま で の 支 出
（ 見 込 ） 額

令和3年度

～

令和6年度

令和3年度

～

令和6年度

令和5年度

～

令和6年度

令和3年度

～

令和6年度

令和6年度

令和3年度

～

令和6年度

7,377,000 平成24年度

～

令和6年度

令和3年度

～

令和6年度

平成17年度

～

令和6年度

平成19年度

～

令和6年度

平成20年度

～

令和6年度

地域包括支援システム機器賃借 11,682 4,032

1,242

長崎県林業公社損失補償（平成１８年度借入分） 13,554

長崎県林業公社損失補償（平成１７年度借入分） 1,832

長崎県林業公社損失補償（平成１６年度以前借入
分）

120,648

西彼農村環境改善センター指定管理業務委託 40,335

汚泥再生処理センター運転管理業務委託 181,500 145,200

平島地区し尿収集業務委託 4,200

ごみ処理施設整備・運営事業 6,075,387
にごみ、消費税率及び
物価の変動による金額
を加えた額

江島・平島地区ごみ収集業務委託 9,000

ごみ収集業務委託（江島・平島地区除く） 826,999 565,752

最終処分場水質検査業務委託 6,800

不法投棄物収集業務委託 3,572

環境衛生施設等清掃業務委託 2,273

市内救急医療業務委託 464,000 8,000

生活保護システム保守業務委託

大島児童館指定管理業務委託 23,158 18,392

西彼活き活き交流館施設管理業務委託 1,959

特別支援学校分校小中学部通学バス運転業務委託 5,720

ファミリー・サポート・センター業務委託 4,460

大瀬戸社会福祉センター指定管理業務委託 55,634 44,379

西彼保健福祉センター指定管理業務委託 136,620

平島デイサービスセンター指定管理業務委託 18,520 14,625
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国 県
支 出 金

支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

期 間 金 額 地 方 債 そ の 他

当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

令和7年度

令和7年度

～

令和9年度

令和7年度

令和7年度

～

令和9年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

～

令和15年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度 1,301,613 1,301,613

～

令和11年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

～

令和9年度

令和7年度

～

令和27年度

令和7年度

～

令和28年度

令和7年度

～

令和27年度

1,759 1,4747,650 4,417

9,000

1,242

9,000

261,247261,247

1,242

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び遅
延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び遅
延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び遅
延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。

40,335 40,335

36,30036,300

4,2004,200

にごみ、消費税率及び
物価の変動による金額
を加えた額

にごみ、消費税率及び
物価の変動による金額
を加えた額

6,800 6,800

3,572 3,572

2,273 2,273

456,000 456,000

4,766

1,959

4,766

5,720

1,959

1,488

5,720

11,255

4,460 2,972

136,620

11,255

3,895

136,620

3,895
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期 間 金 額
事 項 限 度 額

前 年 度 ま で の 支 出
（ 見 込 ） 額

平成21年度

～

令和6年度

平成22年度

～

令和6年度

平成22年度

～

令和6年度

平成23年度

～

令和6年度

平成24年度

～

令和6年度

平成29年度

～

令和6年度

平成30年度

～

令和6年度

令和元年度

～

令和6年度

令和2年度

～

令和6年度

令和3年度

～

令和6年度

平成24年度

～

令和6年度

平成28年度

～

令和6年度

平成29年度

～

令和6年度

平成30年度

～

令和6年度

令和元年度

～

令和6年度

令和2年度

～

令和6年度

令和3年度

～

令和6年度

令和4年度

～

令和6年度

令和5年度

～

令和6年度

令和6年度

石原岳森林公園点検管理業務委託 2,745

漁業振興資金利子補給金（令和７年度承認） 720

漁業振興資金利子補給金（令和６年度承認） 594

漁業振興資金利子補給金（令和５年度承認） 620 47

漁業振興資金利子補給金（令和４年度承認） 978 243

漁業振興資金利子補給金（令和３年度承認） 236 19

漁業振興資金利子補給金（令和２年度承認） 280 28

漁業振興資金利子補給金（平成31年度承認） 280 16

漁業振興資金利子補給金（平成30年度承認） 280 128

漁業振興資金利子補給金（平成２９年度承認） 280 88

漁業振興資金利子補給金（平成２８年度承認） 550 12

漁業振興資金利子補給金（平成２７年度承認） 550 9

漁業振興資金利子補給金（平成２３年度承認） 3,553 2,607

長崎県林業公社損失補償（令和２年度借入分） 331

長崎県林業公社損失補償（令和元年度借入分） 3,783

長崎県林業公社損失補償（平成３０年度借入分） 3,880

長崎県林業公社損失補償（平成２９年度借入分） 1,415

長崎県林業公社損失補償（平成２８年度借入分） 810

長崎県林業公社損失補償（平成２３年度借入分） 115

長崎県林業公社損失補償（平成２２年度借入分） 996

長崎県林業公社損失補償（平成２１年度借入分） 1,862

長崎県林業公社損失補償（平成２０年度借入分） 2,804

長崎県林業公社損失補償（平成１９年度借入分） 12,212
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国 県
支 出 金

支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

期 間 金 額 地 方 債 そ の 他

当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

令和7年度

～

令和29年度

令和7年度

～

令和30年度

令和7年度

～

令和32年度

令和7年度

～

令和33年度

令和7年度

～

令和34年度

令和7年度

～

令和10年度

令和7年度

～

令和11年度

令和7年度

～

令和12年度

令和7年度

～

令和13年度

令和7年度

～

令和14年度

令和7年度

～

令和8年度

令和7年度

令和7年度

～

令和8年度

令和7年度

～

令和9年度

令和7年度

～

令和10年度

令和7年度

～

令和11年度

令和7年度

～

令和12年度

令和7年度

～

令和13年度

令和7年度

～

令和24年度

令和7年度

～

令和15年度

令和7年度

～

令和15年度

令和8年度

～

令和16年度

令和7年度

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び遅
延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び遅
延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び遅
延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び遅
延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。

2,745 2,100 645
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264 264

152 152
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541 541

946 946

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び遅
延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び遅
延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び遅
延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び遅
延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び遅
延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び遅
延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するもの。
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期 間 金 額
事 項 限 度 額

前 年 度 ま で の 支 出
（ 見 込 ） 額

令和3年度

～

令和6年度

令和6年度

令和3年度

～

令和6年度

令和3年度

～

令和6年度

令和3年度

～

令和6年度

令和6年度

令和5年度

～

令和6年度

10,814,258 7,498,553

34,372

32,606

合
計

金 額 で 明 示 で き な い も の

金 額 で 明 示 で き る も の

社会体育施設管理業務委託

市有施設浄化槽維持管理業務委託

社会教育施設管理業務委託 12,312

GIGAスクールサポート業務委託 4,400

スクールバス運行業務委託 68,100

建築営繕積算用PC賃借 2,086 792

福島地区総合交流拠点施設指定管理業務委託 14,300

大瀬戸やすらぎ交流拠点施設指定管理業務委託 29,800 5,900

大島大釜海岸ふれあいの浜広場指定管理業務委託 5,830 4,664

大島大橋公園・大島崎戸観光案内所指定管理業務
委託

31,350 25,080

伊佐ノ浦公園指定管理業務委託 68,560 54,848

崎戸さんさん元気らんど指定管理業務委託 20,460 6,820

西海みかんドーム指定管理業務委託 42,325 34,460

西彼四本堂公園・八人ヶ岳公園指定管理業務委託 56,500
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国 県
支 出 金

支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

期 間 金 額 地 方 債 そ の 他

当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

令和7年度

～

令和11年度

令和7年度

令和7年度

～

令和8年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

～

令和10年度

令和7年度

～

令和11年度

令和7年度

～

令和9年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

令和7年度

3,364,758 8,009 48,167 3,308,582

34,372

58,100

32,606 32,606

12,312

34,372

12,312

4,400 4,400

1,294

68,100 10,000

1,294

14,300 14,300

23,900 23,900

1,166 1,166

6,270 6,270

13,712 13,712

13,640 13,640

7,865 7,865

56,500 56,500
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地方債の前々年度末におけ
び当該年度末における現在

１．普　通　債 14,707,076 14,507,551

（１）総　務 2,430 1,620

（２）庁　舎

（３）民　生 4,705 900

（４）衛　生

（５）農　林　水　産 267,547 332,588

（６) 公　有　林 8,492 6,121

（７）商　工

（８）土　木 1,274,046 1,509,617

（９）公　営　住　宅 979,818 935,714

（10）消　防 743,700 640,773

 (11) 教　育 912,396 983,186

（12）過　疎　対　策 7,366,518 7,362,927

（13) 辺　地　対　策 270,079 253,458

（14) 合　併　特　例 2,877,345 2,480,647

（15）公債費対策資金

２．災　害　復　旧　債 299,337 281,103

（１）補　助　災　害 155,298 140,771

（２）単　独　災　害 144,039 140,332

３．その他 4,222,790 3,797,087

（１）減税補てん債 10,550 5,455

（２）臨時税収補てん債

（３）減収補てん債 37,300 35,117

（４）臨時財政対策債 4,174,940 3,756,515

合　　計 19,229,203 18,585,741

区　分 前々年度末現在高 前年度末現在高見込額
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る現在高並びに前年度末及
高の見込みに関する調書

（単位：千円）

当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額

699,200 1,963,978 13,242,773

810 810

900

4,100 41,052 295,636

1,794 4,327

266,500 119,233 1,656,884

37,700 76,588 896,826

10,200 174,408 476,565

3,500 40,849 945,837

245,900 812,215 6,796,612

9,300 39,561 223,197

122,000 657,468 1,945,179

44,204 236,899

23,616 117,155

20,588 119,744

435,359 3,361,728

3,779 1,676

2,185 32,932

429,395 3,327,120

699,200 2,443,541 16,841,400

当該年度中増減見込額
当該年度末現在高見込額

- 447 -


	01_01_議案_1
	02_01_第１表（予算書）_2-5
	03_01_第２表（債務負担行為）_6-7
	03_02_第３表（地方債）_8-9
	04_01_ダミー_10
	05_01_事項別明細総括_11-13
	06_01_事項別明細_14-427
	07_01_給与費明細_428-434（7ページ）
	08_01_ダミー_435
	09_01_債務負担行為巻末_436-445（10ページ）
	10_01_地方債巻末_446-447（2ページ）

